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（間接経費：   598,710）
（間接経費：2,806,290）
（間接経費：   569,970）
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ついては研究者個人にその管理責任を負わせるべきで
はない。今後は研究者の所属する機関が資金配分機関
に対して補助金の交付申請を行い、交付を受け、補助
金を直接責任を持って管理する制度を形成していく必
要がある。研究機関の側も間接経費等を活用して研究
資金の申請・管理に関する事務体制を強化する等の競
争的研究資金の効率的なマネジメント体制の整備を図
るべきであると考える。
３．４　配分主体の課題
配分機関の業務効率を向上させるために、アメリカ
の配分機関等で有効に機能しているプログラム・オフ
ィサー（ＰＯ）、プログラム・ディレクター（ＰＤ）
の本格的な導入が検討されている。ＰＯとは個々のプ
ログラムや研究課題の選定、評価、フォローアップ等
の実務を担当する専門家である。ＰＯは評価プロセス
の選択、評価段階における評価者の選任、現地調査、
審査会議等の評価プロセスの計画と実行、どのような
課題にどの程度の資金提供を行うかといった計画、実
施されている研究開発課題の進行状況の評価などを担
当する。例えば、アメリカのＮＳＦでは約400名・Ｎ
ＩＨでは約1100名・ＤＡＲＰＡ（国防省国防先端研究
プロジェクト局）では約140名のＰＯが配置されてい
る。ＮＳＦ、ＮＩＨ、ＤＡＲＰＡのＰＯ１人当たりが
扱う年間予算額も、それぞれ約15.6億円、約17.6億円、
約18.6億円と大きい。またドイツのＤＦＧ（ドイツ研
究協会）でも約125名のＰＯが配置されている。ＰＤ
は競争的研究資金制度と運用について統括する上級責
任者である。ＰＯ・ＰＤの配置は研究開発プロジェク
トの募集・選択・詳細な資金配分計画・進行・中間評
価・最終評価など、競争的研究資金の執行に関するマ
ネジメント効率を上げるものとして非常に有効と考え
られる。
「第Ⅱ期科学技術基本計画」「国の研究開発評価に
関する大綱的指針」において、研究経歴のある責任者
を各配分機関に専任で配置し、競争的研究資金制度の
業務の科学技術面の責任を担う体制を整備するという
方針が出されてきた。今後は各機関におけるＰＯ・Ｐ
Ｄの設置を促進する必要がある。又、総合科学技術会
議のイニシアティブにより各配分機関のＰＤで構成さ
れる会議を設置し、各競争的研究資金制度のマネジメ
ントシステムの向上を図りつつ、課題の不必要な重複
の排除や制度間の調整等、競争的研究資金全体の有機
的な運用を図る制度の形成も検討すべきである。
現在日本では研究開発以外の政策業務も担当する７
つの省庁が競争的研究資金配分を担当しているが、欧
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米主要国で見られるような研究開発政策業務に特化し
た独立配分機関の編成についても検討する必要があ
る。欧米主要国では競争的研究資金の大部分は、それ
ほど多くはない複数（多くても５・６くらい）の研究
開発政策を専門に担当する独立した配分機関
（Independent Funding Agency）が、それぞれの専門
性と特徴を有しつつ競争的研究資金を供給している。
例えば、アメリカではＮＩＨ・ＮＳＦ、イギリスでは
Research Council、ドイツではＤＦＧ、イタリアでは
国家研究会議などが主要な資金配分を担当している。
これらの配分機関は①人事・予算執行面で行政から一
定の独立性・自立性を確保し、②多人数の専任の研究
マネージャー（プログラムオフィサー）を擁し、科学
技術の側面から一貫したマネジメント体制を構築し、
③研究者が責任者としてマネジメントの統括責任を負
っているのである。
日本においては、総合科学技術会議が政府全体とし
ての競争的研究資金制度間の連携を図るための全体調
整を行うという方向性が打ち出されてきた。即ち、
2001年12月に総合科学技術会議で決定された「競争的
資金の制度改革について（意見）」において、以下の
ような方針が明確になった。即ち、
「①総合科学技術会議は、毎年度概算要求前に策定す
る「科学技術に関する予算・人材等の資源配分の
方針」等により、各省の競争的研究資金制度の評
価を踏まえ、各省の概算要求内容の方向性等につ
いて、意見を述べる。
②さらに、予算編成過程において、総合科学技術会
議は各府省がまとめた概算要求事項を検討し、本
方針を十分に反映した予算編成が行われるよう、
必要に応じて予算編成過程で財政当局との連携を
含め、適切な対応を行う。
③総合科学技術会議は、各配分機関の競争的研究資
金制度の改革が適切に行われるよう、制度改革の
状況についてフォローアップを行い、各府省へ意
見を述べる」というものである。
３．５　配分過程・状況の課題
競争的研究資金制度に提出された研究計画に対する
審査・採択は最大限有効なものにしていく必要があ
る。日本の競争的研究資金の配分においては、多くの
制度で研究計画自体よりも研究者の経歴・それまでの
業績が重視されて審査が成されている傾向があるため
に、一部の業績のある研究者に配分が集中している実
態がある。しかも、50歳代の研究者に配分が傾斜して
いる。研究者の研究実績・経歴よりも研究計画の内容
を重視した審査に転換する必要がある。基本的に研究
者の自由な発想に基づく研究の推進を目的とする制度
に関しては、研究者の所属に関係なく「研究内容・計
画」自体が評価されるべきである。各制度の申請書の
書式も現在の１－２ページ程度のボリュームではな
く、詳細な研究計画を記したボリュームのあるものに
高度化する必要がある。アメリカのＮＩＨ・ＮＳＦの
制度では、15－25ページの研究計画が審査される。
日本の競争的研究資金制度はそれらへの研究者の応
募・配分機関の申請書受理が年１回である。（配分機
関の独立行政法人化後に通年公募を予定している制度
もあるが）一方、アメリカのＮＩＨ・ＮＳＦなどでは
研究者の応募・配分機関の申請書受理は年複数回ある
いは通年である。
競争的研究資金制度における評価者の選任に関し
て、厳正な利害関係者の排除規定をつくる必要がある。
評価者の選任に関して、利害関係者の排除規定が十分
でなく、例えば、同じ所属機関であっても利害関係者
とはみなされず評価者となるような場合があれば、効
率的な研究評価が実現しなくなる危険がある。各競争
的研究資金制度において厳正な「利害関係者の排除規
定」を作成する必要がある。例えば、ＮＳＦにおいて
は利害関係者の範囲を次のように示している。即ち、
①同じ機関に所属する者・②過去４年間論文の共著者
である者・③指導した学生、指導教官である場合など。
また、ＮＩＨでは利害関係者の範囲を以下のように定
めている。即ち、①申請者が家族や親しい友人である
場合・②過去一定期間内に申請者と契約締結の履歴を
もつ場合・③申請者と極めて近い研究開発を行ってい
る場合・④評価者と長年にわたって対立する考え方を
有する場合などとしている。
実際の配分の状況に関しては、日本の競争的研究資
金の配分先は大学78％（国立大学60％）・民間企業
５％となっている。アメリカの競争的研究資金の配分
先は大学71％・民間企業8％となっている。日本の場
合は予算ベースで約50％の競争的研究資金に民間の研
究者が応募できない状況になっている。アメリカの中
心的な資金配分機関であるＮＩＨ・ＮＳＦでは、基本
的に大学・民間企業などの研究者の所属に関係なく可
能な限り多くの研究者に応募資格が与えられている。
可能な限り多くの研究者がその所属・立場を問わず応
募できる制度の形成が重要である。それが長期的には
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日本の研究社会に一層の有効な競争を引き起こし研究
の質を高めていくことになる。
日本の競争的研究資金の年齢別配分シェアについて
は、表11でも示したように、50歳代が40％、40歳代が
33％と大きいのに対して、独創的研究開発に最も適し
た年代と考えられている30歳代の研究者への配分は
12％と小さい。今後は若手研究者への資金配分を拡大
するような包括的な措置が必要と考えられる。
申請件数に関しては、日本の場合、全体的に欧米に
比較しても申請件数が膨大である。その反面一課題当
りの研究費が小規模な場合が多い。例えば、日本最大
の競争的研究資金である科学研究費補助金は2002年度
予算で1,703億円であったが、その申請件数は約85000
件・採択件数は約21000件であった。一方、ＮＩＨの
2000年予算は1兆7,269億円であったが、その申請件数
は約27000件・採択件数は約8600件であった。
３．６　研究開発システム全体における競争的研究資
金の位置付けの課題
競争的研究環境の形成において競争的研究資金配分
制度と表裏一体のファクターが研究者のキャリアパス
（昇進）制度である。即ち、競争的研究資金の獲得と
それを使用しての研究成果が研究者のキャリアパスと
連動することで、研究者の競争的研究資金獲得へのイ
ンセンティブが高まり研究者社会に効果的な競争原理
が働き、結果として有効な研究成果が産出されると考
えられる。
事実、アメリカの大学の研究者社会では競争的研究
資金のウェイトが非常に大きい。即ち、競争的研究資
金の獲得と活用が「ポストドクター→テニュアトラッ
ク→テニュア」というキャリアパスにおける昇進の条
件である場合が多い。特に、任期付きのテニュアトラ
ックがテニュアに昇進する際の最重要な基準の中に競
争的研究資金の獲得が位置付けられるのが一般的であ
る。 つまり、自らが研究活動をするための研究費を
外部から獲得することがその研究機関での地位を確保
する必要条件になっているのである。又アメリカでは
競争的研究資金に研究者本人の給与を計上することが
できる。（７）よって、競争的研究資金への獲得インセン
ティブは非常に大きいと言える。
一方、競争的研究資金の約80％が配分されている日
本の大学等の研究社会では競争的研究資金の獲得・活
用が必ずしも研究者の処遇に反映されてはいない。日
本においては、国公立大学の研究者の現在の給与・人
（６）
事制度では、競争的研究資金の獲得・活用が直接的に
業績評価・処遇改善・昇進に反映されるものにはなっ
ていない。若手研究者の中でも例えば国立大学の助
手・講師等の大部分が終身雇用であり、特に競争的研
究資金の獲得が昇進の基準にもなっていない。よって、
競争的研究資金への獲得インセンティブは高くない。
表18はアメリカと日本の大学の研究活動における競
争的研究資金の割合を示したものである。大学の研究
活動における競争的研究資金割合の平均的比率はアメ
リカの私立大学で72％、アメリカの公立大学で54％と
なっている。アメリカの大学における研究活動が圧倒
的なウェイトで競争的研究資金によって展開されてい
ることが分かる。一方、日本の私立大学での平均的比
率は３％であり、国立大学でも８％となっている。日
本の大学の研究活動における競争的研究資金の比率は
非常に低い。
今後は研究機関が研究者のキャリアパスにおける評
価基準の重要項目として競争的研究資金の獲得状況を
入れることが大切である。即ち、競争的研究資金の獲
得・それを使っての研究成果が研究者の業績として評
価され、それが研究者の給与・昇進に連動するような
インセンティブが機能するような総合的な制度設計が
なされることが必要である。特に若手研究者について
はその最初の任用は任期付き任用（アメリカのポスト
ドクター・テニュアトラックのようなポスト）として、
その後の昇進については競争的研究資金の獲得状況を
考慮して決定するようにすべきである。（８）
2004年４月には国立大学の法人化が予定されてい
る。法人への移行により経営に競争原理が導入され、
また、教職員の身分も非公務員となる。法人化後の各大
学においては、競争的研究資金の獲得が活発になり、そ
の資金の獲得とそれを利用しての研究開発成果が研究
者の実績として適切に給与や人事に反映する給与・人
事システムが積極的に形成されることが期待される（９）
  �
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おわりに
科学技術において直接的な研究成果を生み出すこと
ができるのは、あくまで研究者・研究機関といった研
究主体である。よって、科学技術政策の多様な政策形
成も常に広範な研究主体からのニーズを吸い上げなが
ら展開されるべきである。例えば、競争的研究資金配
分に関しても、基礎研究の性格と競争的研究資金配分
の性格が合わないのではないかという意見もある。即
ち、基礎研究は完全なる未知への挑戦のような研究活
動の性格が強く一定の研究成果の生産が第一次的目的
でもないので、一定の研究成果の生産が保証される確
率は高くはない。しかし、競争的研究資金配分におい
ては一定の研究成果が期待される研究活動への配分が
重点化される傾向が強い。つまり、一定の研究成果の
生産を必ずしも第一次的目的としない基礎研究の性格
と、競争的研究資金配分における研究成果期待の強さ
という性質が原理的に合わないというものである。で
あるならば、基礎研究・応用研究・開発研究という研
究開発の各段階に対応した資金配分制度を構築する
か、あるいは基礎研究・応用研究・開発研究の各研究
段階に対応して明確に異なった形の適切な研究評価シ
ステムを創造する必要があると考える。
又競争的研究資金から得られた成果の利用に関して
も十分なインセンティブが機能する制度の構築が重要
である。アメリカでは早くから「バイドール法」の制
定等によって政府研究開発資金によって得られた特許
の多くが研究機関に帰属するという制度が形成されて
きた。日本においても1999年の産業活力再生特別措置
法の第30条（いわゆる日本版バイドール条項）によっ
て、政府からの委託による研究開発成果である知的財
産は研究機関等受託者に帰属されることが実現した。
今後はその運用を柔軟に拡大するなどして、委託研究
以外の競争的研究資金による研究開発から得られた知
的財産等についても、研究機関帰属となるよう個々の
競争的研究資金制度の在り方を検討する必要があると
考える。
現代の社会経済システムに関する政策研究は、財政
政策・金融政策・産業政策・社会政策等の分野で発展
してきたが、科学技術政策に関する研究は近年本格的
に開始されたばかりである。競争的研究資金配分制度
のような科学技術政策の中心領域の研究についても、
今後の主要国での政策実践の分析の中から、さらに洗
練されたものになってくるものと考えられる。
〈註〉
（１） 2001年発表の政府の「第Ⅱ期科学技術基本計画」
までは「競争的資金」という表記がなされてい
たが、2002年６月の総合科学技術会議競争的資
金制度改革プロジェクトの提出した「競争的研
究資金制度改革について　中間まとめ」からは
資金の性格をより明確にするために「競争的研
究資金」の文言が使われるようになった。
（２）政府の供給する研究資金は基盤的研究資金（基
盤的経費）と競争的研究資金に分類できる。
（３）科学技術戦略の詳細に関しては、拙著「科学技
術戦略の形成」『生涯学習センター研究実践報告』
第２号（通巻６号）長岡大学生涯学習センター
2003年３月　23‐41pp を参照。
（４）科学技術政策の政策主体に関しては、拙著「日
本の科学技術政策における政策システムの発展
と課題－新規重点政策領域における政策主体と
政策手法に関する一考察」『地域研究』第２号
（通巻12号）長岡大学地域研究センター　平成14
年　53‐64pp を参照。
（５）これは、「競争的資金の間接経費の執行に係わる
共通指針（平成13年４月20日競争的資金に関す
る関係府省連絡会申し合わせ）」および「競争的
資金の間接経費の執行に係わる共通指針につい
て（通知）（平成13年６月４日付、文部科学省研
究振興局長13分科振第361号）」に基づき制定さ
れたものである。
（６）テニュアトラックとは任期付きのポストで助教
授クラスを意味し、テニュアとは終身的なポス
トで準教授以上の職を意味する。なお、テニュ
アのポストの継続についても数年間に一度厳し
い審査がなされるのが一般的である。
（７）アメリカでは大学が教員に支給する給与は９－
10ヵ月分に制限されている場合が多い。よって、
大学教員は競争的研究資金を確保し、自らの給
与を補填しようとする傾向が強い。又、大学側
から教員へ要請される教育等の業務と研究業務
との時間配分（エフォート）の調整を図る制度
が各大学に設けられているのが一般的である。
つまり、研究者が当該業務に必要とする時間の
配分率（％）をエフォートとして、研究者の年
間の全仕事時間100％において教育業務等と研究
業務のバランスを図るのである。
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（８）第Ⅱ期科学技術基本計画において、30代半ばま
での若手研究者に対しては任期付任用を行う方
針が提示されたが、日本の大学においては任期
付き任用はいまだ２％程度である。
（９）ドイツにおいても2002年に大学教員の人事・給
与制度改革が実施され、助手制度が廃止され任
期付任用の準教授制度が導入されたのであった。
さらに、教授の給与におけるインセンティブ割
合が１／４以上となるなど、全体として成果主
義的競争的制度に転換してきている。
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